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直の甲籠aノ 歩

法第42条の2第1項本文の指定を受けた者による指定地域密着型サー

ビスをいう｡一

（7） （現行に同じ。 ）

（定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者の員数）

第7条指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護の事業を行う者（以下「指

定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者」 という。 ）が当該事業を行

う事業所（以下「指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所」 という

。 ）ごとに置くべき従業者（以下「定期巡回。随時対応型訪問介護看護従

業者」 という。 ）の職種及び員数は、次のとおりとする。

（1） （現行に同じ。 ）

（2） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等交通事情、訪問頻度等を勘案

し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必要な数以上

(省略）(6)
－

（定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者の員数）

第7条指定定期巡回。随時対応型訪問介護看護の事業を行う者（以下「指

定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者」 という。 ）が当該事業を行

う事業所（以下「指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所」 という

。 ）ごとに置くべき従業者（以下「定期巡回。随時対応型訪問介護看護従

業者」 という。 ）の職種及び員数は、次のとおりとする。

（1） （省略）

（2） 定期巡回サービスを行う訪問介護員等_(指定定期巡回．随時対応型訪

令で定める者をいう。以下この章において同じ。 ） 交通事情、訪問頻

度等を勘案し、利用者に適切に定期巡回サービスを提供するために必要

な数以上

(3) 。 （4） （省略）

2オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者（

(3) ． （4） （現行に同じ。 ）

2 オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者（
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以下この章において「看護師、介護福祉士等」 という。 ）をもって充てな

ければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合であって、提供

時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前項第4号アの看護職員との

連携を確保しているときは、サービス提供責任者（指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。

以下「指定居宅サービス等基準」 という。 ）第5条第2項のサービス提供

以下この章において「看護師、介護福祉士等」 という。 ）をもって充てな

ければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合であって、提供

時間帯を通じて、看護師、介護福祉士等又は前項第4号アの看護職員との

連携を確保しているときは、サービス提供責任者（指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。

以下「指定居宅サービス等基準」 という。 ）第5条第2項のサービス提供

責任者をいう。以下同じ。 ）の業務に3年以上従事した経験を有する者を責任者をいう。以下同じ。 ）の業務に 1年以上（特に業務に従事した経験

従事 もって充てることができる。の為平、のIこ忠

した経験を有する者をもって充てることができる。

3．4 （現行に同じ。 ）

5指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次の各号

のいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の処遇に

支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオ

ペレーターとして充てることができる。 ，

3．4 (省略）

5指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所の同一敷地内に次の各号

に掲げるいずれかの施設等がある場合において、当該施設等の入所者等の

処遇に支障がない場合は、前項本文の規定にかかわらず、午後6時から翌

日の午前8時までの間において、当該施設等の職員をオペレーターとして

充てることができる。

(1)～(11) 僧略）
｡

(1)～(11) (現行に同じ。 ）

(12）介護医療院

6 （現行に同じ。 ） 6 （省略）
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7 当該指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に対する随

時対応サービスの提供に支障がない場合は､第4項本文及び前項の規定に

かかわらず、オペレーターは、随時訪問サービスに従事することができる

。

8前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合

において、当該指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に

対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、第1項の規定にかか

わらず、随時訪問サービスを行う訪問介護員等を置かないことができる。

後6時から翌日の午前8時までの間は 当該指定定期巡回。随時対応7

型訪問介護看護事業所の利用者に対する随時対応サービスの提供に支障が

ない場合は、第4項本文及び前項の規定にかかわらず、オペレーターは、

随時訪問サービスに従事することができる。
●

8前項の規定によりオペレーターが随時訪問サービスに従事している場合

において、当該指定定期巡回。随時対応型訪問介護看護事業所の利用者に

対する随時訪問サービスの提供に支障がないときは、第1項の規定にかか

わらず、 午後6時から翌日の午前8時までの間は 随時訪問サービスを行

う訪問介護員等を置かないことができる。

9～11 （省略）

’2指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者

（指定居宅サービス等基準第60条第1項に規定する指定訪問看護事業者

をいう。以下同じ。 ）の指定を併せて受け、かつ､指定定期巡回．随時対

応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護（指定居宅サービス等基準第59

条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。 ）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基準第60

条第’項第’号イに規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第5項

の規定により同条第1項第1号イ及び第2号に規定する基準を満たしてい

9～11 （現行に同じ。 ）

12指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者

（指定居宅サービス等基準第60条第’項に規定する指定訪問看護事業者

をいう。以下同じ｡）の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回．随時対

応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護（指定居宅サービス等基準第59

条に規定する指定訪問看護をいう。以下同じ。 ）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基準第60、

条第1項第1号イに規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第5項

の規定により同条第1項第1号イ及び第2号に規定する基準を満たしてい
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るものとみなされているとき並びに第193条第14項の規定により同条 るものとみなされているとき並びに第193条第10項の規定により同条

第4項に規定する基準を満たしているものとみなされているときを除く。

）は、当該指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者は、第1項第4

号アに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

（勤務体制の確保等）

第33条 （現行に同じ。 ）

2 （現行に同じ。 ）

3前項本文の規定にかかわらず、随時対応サービスについては、区長が地

域の実情を勘案して適切と認める範囲内において、複数の指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定定期

巡回．随時対応型訪問介護看護事業所が密接な連携を図ることにより、一

体的に利用者又はその家族等からの通報を受けることができる。

第4項に規定する基準を満たしているものとみなされているときを除く。

）は、当該指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者は、第1項第4

号アに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

（勤務体制の確保等）

第33条 （省略）

2 （省略）

3前項本文の規定にかかわらず、

行われる随時対応サービスにつI随時対応サービスについ

5時から翌日の午前8時胃

ては、区長が地域の実情を勘案して適切

と認める範囲内において、複数の指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護

事業所の間の契約に基づき、当該複数の指定定期巡回．随時対応型訪問介

護看護事業所が密接な連携を図ることにより、一体的に利用者又はその家

族等からの通報を受けることができる。

4 （省略）

（地域との連携等）

第40条指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回

4 （現行に同じ。 ）

（地域との連携等）

第40条指定定期巡回.随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回

．随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、

地域住民の代表者、地域の医療関係者、区の職員又は当該指定定期巡回．

．随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者､利用者の家族、
ノ

地域住民の代表者、地域の医療関係者、区の職員又は当該指定定期巡回．
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随時対応型訪問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の

46第1項に規定する地域包括支援センターの職員、定期巡回．随時対応

型訪問介護看護について知見を有する者等により構成される協議会（以下

この項において「介護・医療連携推進会議」 という。 ）を設置し、おおむ

ね6月に’回以上、介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回．随時

対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議によ

る評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。

2．3 （現行に同じ。 ）

4指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者は､指定定期巡回．随時

対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対して指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護を提供する場合には暑一里

当な理由がある場合を除き、当該建物に居住する利用者以外の者に対して

随時対応型訪問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第115条の

46第1項に規定する地域包括支援センターの職員、定期巡回。随時対応

型訪問介護看護について知見を有する者等により構成される協議会（以下

この項において「介護・医療連携推進会議」 という。 ）を設置し、おおむ

ね3月に1回以上、介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回．随時

対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議によ

る評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言

等を聴く機会を設けなければならない。

2． 3 （省略）

4指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回．随時

対応型訪問介護看護事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対して指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護を提供する場合には、当

該建物に居住する利用者以外の者に対しても、指定定期巡回．随時対応型

も、指定定期巡回。随時対応型訪問介護看護の提供を行わなければならな 訪問介護看護の提供を行うよう努めなければならない。

い。

（訪問介護員等の員数）

第48条 （現行に同じ。 ）

2オペレーターは、看護師、介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者を

（訪問介護員等の員数）

第48条 （省略)

2オペレーターは、看護師､介護福祉士その他厚生労働大臣が定める者を

－6－
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もって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合で

あって、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じて、これらの者

との連携を確保しているときは、 1年以上（特に業務に従事した経験が必

もって充てなければならない。ただし、利用者の処遇に支障がない場合で

あって、指定夜間対応型訪問介護を提供する時間帯を通じで《これらの者

との連携を確保しているときは、且年以上サービス提供責任者の業務に従

事した経験を有する者をもって充てることができる。

-,
0

サービスめゐ平、0)Iこ所

提供責任者の業務に従事した経験を有する者をもって充てることができる

◎

（準用）

第60条第10条から第23条まで、第28条、第29条、第34条から

（準用）

第60条第10条から第23条まで、第28条、第29条、第34条から

第39条まで、第41条及び第42条の規定は、夜間対応型訪問介護の事

業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に

規定する運営規程」 とあるのは「第56条に規定する重要事項に関する規

程」 と、 「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「夜間

対応型訪問介護従業者」 と、第15条中「計画作成責任者」 とあるのは「

オペレーションセンター従業者（オペレーションセンターを設置しない場

合にあっては、訪問介護員等）」 と、第20条、第34条第1項及び第3

5条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「夜間対

応型訪問介護従業者」 と、第28条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看

護従業者」 とあるのは「訪問介護員等」 と、 「指定定期巡回。随時対応型

第39条まで、第41条及び第42条の規定は、夜間対応型訪問介護の事

業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に

●

規定する運営規程」 とあるのは｢第56条に規定する重要事項に関する規

程 」 と、 「定期巡回．随時対応型訪問介護

看護従業者」 とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」 と、第15条中「

計画作成責任者」 とあるのは「オペレーションセンター従業者（オペレー

ションセンターを設置しない場合にあっては、訪問介護員等）」と、第2

0条、第34条第1項及び第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看

護従業者」 とあるのは「夜間対応型訪問介護従業者」 と、第28条中「定

期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「訪問介護員等」 と

－7－



、 「指定定期巡回．随時対応型訪問介護看護（随時対応サービスを除く。

） 」 とあるのは「指定夜間対応型訪問介護」 と読み替えるものとする。

（準用）

第60条の20第10条から第14条まで、第16条から第19条まで､

第21条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条及

び第54条の規定は、指定地域密着型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第10条第1項中「第32条に規定する運営規程」 と

あるのは「第60条の12に規定する重要事項に関する規程. (以下「運営

規程」 という。） 」 と、 「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 と

あるのは「地域密着型通所介護従業者」 と、第35条中「定期巡回．随時

対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「地域密着型通所介護従業者｣， と

訪問介護看護（随時対応サービスを除く。 ） 」 とあるのは「指定夜間対応

型訪問介護」 と読み替えるものとする。

（準用）

第60条の20第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、

第21条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条及

び第54条の規定は、指定地域密着型通所介護の事業について準用する。

この場合において、第10条第1項中「第32条に規定する運営規程」 と

あるのは「第60条の12に規定する重要事項に関する規程」 と、 「定期

巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「地域密着型通所介護

従業者」 と、第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 と

あるのは「地域密着型通所介護従業者」 と読み替えるものとする。

読み替えるものとする。

第5節共生型地域密着型サービスに関する基準

軍60条の200

の事業を行う指定生活介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活を総合

－8－
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の条において「指定障害福祉サービス等基準」 という。 ）第78条第1項

業者（指定障害福祉サービス等基準第156条第1項に規定する指定自立

づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24

う。 ）第5条第1項に規定する指定児童発達支援事業者をいい、主として

焔亦ロ22年瀝1霊軍164提

口
一

指定児童発達支援をいう。第1号において同じ。 ）を提供する事業者を除

く。 ）及び指定放課後等デイサービス事業者（指定通所支援基準第66条

竜

－9－
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農供する事望

べき基準は、次のとおりとする。

、

7，塁

』

一一

〕

己童発達支援又 の岳

－10－



、一一

､

舌グr誇零

であること。

甫円Tうr胃焦り

一

術的支援を受けていること。

(準用）

4項

第60条の20奔畭 ヨロ斤布卜冒崖〃〕塁

の場合

差. ｜ とあるのIま ｜篭60条の200

） 」 と、 「定期巡回.随時対応型訪問介護看護揃 とあるのは「共

中 ｜定期巡回・随I

－11－



第60条の5軍4項嘩

へ

あゐC

悪問乃7K淫蒋IF土

合」 と、第60条の9第4号、第60条の10第5項及び第60条の13

第3項中「地域密着型通所介護従業者」 とあるのは「共生型地域密着型通

第60条の19% 号カユら第4号まで0

｢次条」 とあるのは「第60条の20の3」 と、同項第5号中「前条第2

ﾖ第6骨･中｜藷60条0 あるのIま I"60条の200

において準用する第60条の17第2項」 と読み替えるものとする‘

第6節 （現行に同じ。 ）

（利用定員）

第60条の25指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養

通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。 ）を18人以下

第5節

(利用定員）

(省略）

第60条の25指定療養通所介護事業所は、その利用定員（当該指定療養

通所介護事業所において同時に指定療養通所介護の提供を受けることがで

きる利用者の数の上限をいう。以下この節において同じ。 ）を9人以下と

－12－
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とする。

（準用）

第60条の38第11条から第14条まで、第17条から第19条まで、

第21条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、

第60条の7 （第3項第2号を除く。 ） 、第60条の8及び第60条の1

3から第60条の18までの規定は、指定療養通所介護の事業について準

する。

（準用）

第60条の38第11条から第14条まで、第17条から第19条まで、

第21条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、

第60条の7(第3項第2号を除く。 ） 、第60条の8及び第60条の1

3から第60条の18までの規定は、指定療養通所介護の事業について準

用する。この場合において、第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護

看護従業者」 とあるのは「療養通所介護従業者」 と、第60条の13第3

項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療養通所介護従業者」 と

、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者

用する。この場合において、第35条中

条の34に規定する重要事項に関する規程」 と、ー「定期巡回．随時対応型

訪問介護看護従業者」 とあるのは「療養通所介護従業者」 と、第60条の

13第3項中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは「療養通所介護従

業者」 と、第60条の1涌第1項中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」 とあるのは「療養通所介護について知見を有する者」 と、 「6

」 とあるのは「療養通所介護について知見を有する者」 と、 「6月」 とあ

るのは「12月」 と、同条第3項中「当たっては」 とあるのは「当たづて

は、利用者の状態に応じて」 と、第60条の18第4項中「第60条の5

第4項」 とあるのは「第60条の26第4項」 と読み替えるものとする。

月」 とあるのは「12月」 と、同条第3項中「当たっては」 とあるのは「

当たっては、利用者の状態に応じて」 と、第60条の18第4項中「第6

0条の5第4項」 とあるのは「第60条の26第4項」 と読み替えるもの

とする。

（従業者の員数）

第62条単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別

（従業者の員数）
B

第62条単独型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等（特別

－13－
ー



養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の5

に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。 ） 、同法第20条の4

に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設1介護医療

膣､社会福祉施設又は特定施設をいう。以下同じ。 ）に併設されていない

事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。 ）

の事業を行う者及び併設型指定認知症対応型通所介護→，(特別養護老人ホー

養護老人ホーム（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の5

に規定する特別養護老人ホームをいう。以下同じ。 ） 、同法第20条の4

に規定する養護老人ホーム、病院、診療所、介護老人保健施設、社会福祉

施設又は特定施設をいう。以下同じ。 ）に併設されていない事業所におい

て行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下同じ｡）の事業を行う

者及び併設型指定認知症対応型通所介護（特別養護老人ホーム等に併設さ

れている事業所において行われる指定認知症対応型通所介護をいう。以下

同じ。 ）の事業を行う者（以下「単独型・併設型指定認知症対応型通所介

護事業者」 という。 ）が当該事業を行う事業所（以下「単独型・併設型指

定認知症対応型通所介護事業所」 という。 ）ごとに置くべき従業者の員数

は、次のとおりとする。

(1)～(3) （省略）

2～7 （省略）

（利用定員等）

第66条共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応型

通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。 ）は、指

定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生

ム等に併設されている事業所において行われる指定認知症対応型通所介護
ョ

をいう。以下同じ。 ）の事業を行う者(以下「単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業者」 という。 ）が当該事業を行う事業所（以下.｢単独

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所」 という。 ）ごとに置くべき

従業者の員数は、次のとおりとする。

(1)～(3) (現行に同じ。 ）

2～7 （現行に同じ。 ）

（利用定員等）

第66条共用型指定認知症対応型通所介護事業所の利用定員（当該共用型

指定認知症対応型通所介護事業所において同時に共用型指定認知症対応型

通所介護の提供を受けることができる利用者の数の上限をいう。 ）は、指

定認知症対応型共同生活介護事業所又は指定介護予防認知症対応型共同生

－14－

伽



活介護事業所においては共同生活住居（法第8条第20項又は第8条の2 活介護事業所においては共同生活住居（法第8条第20項又は第8条の2

第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。 ）ごとに、指定地域

密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設においては施設ごと

第15項に規定する共同生活を営むべき住居をいう。 ）ごとに、指定地域

密着型特定施設又は指定地域密着型介護老人福祉施設_(ユニット型指定地

域密着型介護老人福祉施設（第180条に規定するユニット型指定地域密 に1日当たり3人以下とする。

に

おいては施設ごとに1日当たり3人以下とし、ユニット型指定地域密着型

介護老人福祉施設においてはユニットごとに当該ユニット型指定地域密着

の利用者の数の合計が1日当たり12人以下となる数とする。

2共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス（法第4

1条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。 ） 、指定地域

密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービス（法第53条

第1項に規定する指定介護予防サービスをいう。第122条において同じ

。 ） 、指定地域密着型介護予防サービス（法第54条の2第1項に規定す

る指定地域密着型介護予防サービスをいう。第122条において同じ。 ）

若しくは指定介護予防支援（法第58条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう。 ）の事業又は介護保険施設（法第8条第25項に規定する介護

保険施設をいう。以下同じ。 ）若しくは指定介護療養型医療施設の運営（

2共用型指定認知症対応型通所介護事業者は、指定居宅サービス(法第4

1条第1項に規定する指定居宅サービスをいう。以下同じ。 ） 、指定地域

密着型サービス、指定居宅介護支援、指定介護予防サービス（法第53条

第1項に規定する指定介護予防サービスをいう。第122条において同じ

｡） 、指定地域密着型介護予防サービス（法第54条の2第1項に規定す

る指定地域密着型介護予防サービスをいう。第122条において同じ。 ）

若しくは指定介護予防支援（法第58条第1項に規定する指定介護予防支

援をいう｡ ）の事業又は介護保険施設（法第8条第25項に規定する介護

保険施設をいう。以下同じ。 ）若しくは指定介護療養型医療施設の運営（

－15－



第83条第7項及び第193条第8項において「指定居宅サービス事業等 第83条第7項において「指定居宅サービス事業等」 という。 ）について

3年以上の経験を有する者でなければならない。

（準用）

第81条第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21

条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、第54

条、第60条の6，第60条の7，第60条の11及び第60条の13か

ら第60条の18までの規定は、指定認知症対応型通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に規定する

運営規程」とあるのは「第74条に規定する重要事項に関する規程」 と、

「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「認知症対応型

通所介護従業者」 と、第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従

業者」 とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」 と、第60条の13第

3項中「地域密着型通所介護従業者」 とあるのは「認知症対応型通所介護

従業者」 と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」 とあるのは｢認知症対応型通所介護について知見を有する者

」 と、第60条の18第4項中「第60条の5第4項」 とあるのは「第6

4条第4項」 と読み替えるものとする6

（従業者の員数等）

i，--

」 という。 ）について3年以上の経験を有する者でなければならない。

（準用）

第81条第10条から第14条まで、第16条から第19条まで、第21

条、第23条、第29条、第35条から第39条まで、第42条、第54

条、第60条の6，第60条の7，第60条の11及び第60条の13か

ら第60条の18までの規定は、指定認知症対応型通所介護の事業につい

て準用する。この場合において、第10条第1項中「第32条に規定する

運営規程」 とあるのは「第74条に規定する重要事項に関する規程（以下
一

！

」 と、 「定期巡回。随時対応型訪問介護看護従業｢運営規程」 という。 ）

者」 とあるのは「認知症対応型通所介護従業者」 と、第35条中「定期巡
〆=ノ

回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは［認知症対応型通所介護

従業者」 と、第60条の13第3項中「地域密着型通所介護従業者」 とあ

るのは「認知症対応型通所介護従業者」 と、第60条の17第1項中「地

域密着型通所介護について知見を有する者」 とあるのは「認知症対応型通

所介護について知見を有する者」 と、第60条の18第4項中「第60条

の5第4項」 とあるのは「第64条第4項」 と読み替えるものとする。

(従業者の員数等）

－16:－
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第83条指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定小規模 第83条指定小規模多機能型居宅介護の事業を行う者（以下「指定小規模

多機能型居宅介護事業者」 という。 ）が当該事業を行う事業所（以下「指

定小規模多機能型居宅介護事業所」 という。 ）ごとに置くべき指定小規模

多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下「小規模多機能型居宅介護

従業者」 という。 ）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定

小規模多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、常勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定小規模多機能型

居宅介護を利用するために指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受

けた者をいう。以下この章において同じ。 ）を指定小規模多機能型居宅介

護事業所に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章にお

いて同じ。 ）の提供に当たる者をその利用者（当該指定小規模多機能型居

宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密
〆

着型介護予防サービス基準条例第45条第1項に規定する指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業者をいう。以下この章において同じ。 ）の指定

を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事業と指定介護予防

小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第4

4条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう｡以下この章

多機能型居宅介護事業者」 という。 ）が当該事業を行う事業所（以下「指

定小規模多機能型居宅介護事業所｣ という。 ）ごとに置くべき指定小規模

多機能型居宅介護の提供に当たる従業者（以下「小規模多機能型居宅介護

従業者」 という。 ）の員数は、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定

小規模多機能型居宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、常勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定小規模多機能型

居宅介護を利用するために指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録を受

けた者をいう。以下この章において同じ。 ）を指定小規模多機能型居宅介

護事業所に通わせて行う小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章にお

いて同じ。 ）の提供に当たる者をその利用者（当該指定小規模多機能型居

宅介護事業者が指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者（指定地域密

着型介護予防サービス基準条例第45条第1項に規定する指定介護予防小‘

規模多機能型居宅介護事業者をいう｡以下この章において同じ。 ）の指定

を併せて受け、かつ、指定小規模多機能型居宅介護の事業と指定介護予防

小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第4

4条に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下この章

において同じ｡ ）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されていにおいて同じ。 ）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい
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る場合にあっては、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節にお

いて同じ。 ）の数が3又はその端数を増すごとに1以上及び訪問サービス

（小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅にお

いて行う小規模多機能型居宅介護（第7項に規定する本体事業所である指

定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係る同項に

規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅

において行う指定小規模多機能型居宅介護を、同項に規定するサテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所並びに当該

本体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居

る場合にあっては、当該事業所における指定小規模多機能型居宅介護又は

指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者。以下この節及び次節にお

いて同じ。 ）の数が3又はその端数を増すごとに1以上及び訪問サービス

（小規模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅を訪問し、当該居宅にお

いて行う小規模多機能型居宅介護（第7項に規定する本体事業所である指

定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該本体事業所に係る同項に

規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅

において行う指定小規模多機能型居宅介護を、同項に規定するサテライト

型指定小規模多機能型居宅介護事業所にあっては当該サテライト型指定小

規模多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定する本体事業所及び当該本

体事業所に係る他の同項に規定するサテライト型指定小規模多機能型居宅

介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能型居宅介護を含

む。 ）をいう6以下この章において同じ。）の提供に当たる者を1以上と

し、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、夜間及び深夜の勤務（

夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。 ）をいう。第5

項において同じ。 ）に当たる者を’以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿

直勤務に必要な数以上とする。

宅介護事業所及び第193条第8項に規定するｻﾃﾗｲﾄ型指定看護小頬

鷺多機能型居宅介護事業所の登録者の居宅において行う指定小規模多機能

型居宅介護を含む。 ）をいう。以下この章において同じ。 ）の提供に当た

る者を1以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定小規模多機能型居

宅介護の提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、夜間及

び深夜の勤務(夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。

）をいう。第5項において同じ。 ）に当たる者を1以上及び宿直勤務に当
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たる者を当該宿直勤務に必要な数以上とする。

2～5 （現行に同じ。 ） 2～5 （省略）
－

6 次の表の第2欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基 6 次の表の第2欄に掲げる場合において、前各項に定める人員に関する基

準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の第3欄に掲

げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表

の第4欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の第3欄に

掲げる施設等の職務に従事することができる。

準を満たす小規模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表の第3欄に掲

げる施設等の人員に関する基準を満たす従業者を置いているときは、同表

の第4欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護従業者は、同表の第3欄に

掲げる施設等の職務に従事することができる。

7第1項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護 7第1項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護

－19－

1 (現行に同じ。 ） 指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設、指定介護療養

型医療施設 (医療法（昭和2

3年法律第205号）第7条

第2項第4号に規定する療養

病床を有する診療所であるも

のに限る。 ）又は介護医療院

(現行に同じ。 ）
ー

(現行に同じ。 ）

1 （省 略 ）

■ り

指定認知症対応型共同生活介

護事業所、指定地域密着型特

定施設、指定地域密着型介護

老人福祉施設又は指定介護療
旬 ●

養型医療施設 (医療法（昭和

23年法律第205号）第7

条第2項第4号に規定する療

養病床を有する診療所である

ものに限る。 ）

(省 略）

（省 略）



事業所(指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス

事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について3年以上の経験を

有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は第193条第1項に規定す

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を

事業所（指定小規模多機能型居宅介護事業所であって、指定居宅サービス

事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について3年以上の経験を

有する指定小規模多機能型居宅介護事業者又は第193条第1項に規定す

る指定看護小規模多機能型居宅介護事業者により設置される当該指定小規

模多機能型居宅介護事業所以外の指定小規模多機能型居宅介護事業所又は

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって当該指定小規模多機能型

居宅介護事業所に対して指定小規模多機能型居宅介護の提供に係る支援を

行うもの（以下「本体事業所」という。 ） との密接な連携の下に運営され

るものをいう。以下同じ。 ）に置くべき訪問サービスの提供に当たる小規

模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員により当該サテ

ライﾄ型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処遇が適切に行わ

れると認められるときは、 1人以上とすることができる。

8～13 （省略）

（管理者）

第84条 （省略）

2 ， （省略）

3前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター（

老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンターをいう

行うもの（以下この章において ｢本体事業所」 という。）との密接な連携

の下に運営されるものをいう。以下同じ。 ）に置くべき訪問サービスの提

供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者については、本体事業所の職員

により当該サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の登録者の処

遇が適切に行われると認められるときは、 1人以上とすることができる。

8～13 （現行に同じ。 ）

（管理者）

第84条 （現行に同じ。 ）

2 （現行に同じ。 ）

3前2項の管理者は、特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター（

老人福祉法第20条の2の2に規定する老人デイサービスセンターをいう
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6以下同じ。 ） 、介護老人保健施設今介護医療院、指定小規模多機能型居

宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービ

ス事業所（第193条第14項に規定する指定複合型サービスの事業を行

う事業所をいう。以下同じ。 ）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士

。以下同じ。 ） 、介護老人保健施設、指定小規模多機能型居宅介護事業所

、指定認知症対応型共同生活介護事業所､指定複合型サービス事業所（篁

型_且_全篁u望に規定する指定複合型サービスの事業を行う事業所をい

う。以下同じ。 ）等の従業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第8条

第2項に規定する政令で定める者をいう。次条、第112条第2項、第1

13条、重194垂第_Z望及び第195条において同じ。 ） として3年以

上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって、厚生労働大

臣が定める研修を修了しているものでなければならない。

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者）

第85条指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター､介護老人保健施設、指定小規模多機能

型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サ

ービス事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として認知症である者の介

護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福祉サービス

の経営に携わった経験を有する者であって、厚生労働大臣が定める研修を

修了しているものでなければならない。

（協力医療機関等）

第104条 （省略）

又は法第8条第2項に規定する政令で定める者をいう。次条、第112条
’

第2項、第113条、第194条第3]頁及び第195条において同じ。 ）

として3年以上認知症である者の介護に従事した経験を有する者であって

、厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。

（指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者） ．

第85条指定小規模多機能型居宅介護事業者の代表者は、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設塾介護医療院、指定

小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、

指定複合型ｻｰビｽ事業所等の従業者若しくは諺間介護員等として認知症
である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは

福祉サービスの経営に携わった経験を有する者であって、厚生労働大臣が

定める研修を修了しているものでなければならない。

（協力医療機関等）

第104条 （現行に同じ。 ）
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2 （現行に同じ。 ）

3指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜

間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設

、介護医療瞳、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならな

い。

（準用）

第109条第10条から第14条まで、第21条、第23条、第29条、

第35条から第39条まで、第41条、第42条、第60条の11、第6

0条の13、第60条の16及び第60条の17の規定は、指定小規模多

機能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第10条第

1項中「第32条に規定する運営規程」とあるのは「第101条に規定す

2 （省略）

3指定小規模多機能型居宅介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜

間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設

、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。

(準用）

第109条第10条から第14条まで､第21条、第23条、第29条、

第35条から第39条まで、第41条、第42条、第60条の11、第6

0条の13，第60条の16及び第60条の17の規定は、指定小規模多

機能型居宅介護の事業について準用する。この場合において、第10条第

1項中「第32条に規定する運営規程」 とあるのは「第101条に規定す

る重要事項に関する規程jと、 「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業

者」 とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」と、第35条中「定期

巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「小規模多機能型居宅

介護従業者」 と、第60条の11第2項中「この節」 とあるのは「第5章

第4節」と第60条の13第3項中「地域密着型通所介護従業者」 とあ

るのは「小規模多機能型居宅介護従業者｣ と、第60条の17第1項中「

地域密着型通所介護について知見を有する者」 とあるのは「小規模多機能

(以下「運営規程」 という。 ）る重要事項に関する規程 」 と、 「定期巡回

．随時対応型訪問介護看護従業者」 とあるのは「小規模多機能型居宅介護

従業者」 と、第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 と

あるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」 と、第60条の11第2項中

「この節」 とあるのは「第5章第4節」 と、第60条の13第3項中「地

域密着型通所介護従業者」 とあるのは「小規模多機能型居宅介護従業者」

と、第60条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する
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■，

者」 とあるのは「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」 と、
へ

、 → 「6月」 とあるのは「2月」と、 「活動状況」とあるのは「通いサービス

及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」 と読み替えるものとする。

（管理者）

第112条 （現行に同じ。 ）

2共同生活住居の管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護を提供

するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デイサ

－ビスセンター、介護老人保健施設介護医療院、指定認知症対応型共同

生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、 3年以上認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する者であって、厚生労働大臣が定める研

修を修了しているものでなければならない。

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者）

第113条指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設､介護医療院、

指定認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等と

して認知症である者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービ

ス若しくは福祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する

者であって、厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければな

型居宅介護について知見を有する者」と、 「6月」 とあるのは「2月」 と

、 「活動状況」 とあるのは「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等

の活動状況」 と読み替えるものとする。

（管理者）

第112条 （省略）

2共同生活住居の管理者は、適切な指定認知症対応型共同生活介護を提供

するために必要な知識及び経験を有し、特別養護老人ホーム、老人デイサ

ービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対応型共同生活介護事業

所等の従業者又は訪問介護員等として、 3年以上認知症である者の介護に

従事した経験を有する者であって、厚生労働大臣が定める研修を修了して

いるものでなければならない。

（指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者）

第113条指定認知症対応型共同生活介護事業者の代表者は、特別養護老

人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、指定認知症対

応型共同生活介護事業所等の従業者若しくは訪問介護員等として認知症で

ある者の介護に従事した経験を有する者又は保健医療サービス若しくは福

祉サービスの提供を行う事業の経営に携わった経験を有する者であって、

厚生労働大臣が定める研修を修了しているものでなければならない。
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らない。

（指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針）

第118条 （現行に同じ｡ ）

2～6 （現行に同じ。 ）

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針）

第118条 （省略）

2～6 （省略）

ため、次に掲げる措置を講じなければならない｡

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3月に1回以

上開催するとともに、その結果について､介護従業者その他の従業者に

司知徹底を図ること‘

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。

(3) 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

修を定期的に実施すること。

(現行に同じ。 ）8
－ (省略）7

－

（協力医療機関等）

第126条 （現行に同じ。 ）

2 （現行に同じ。 ）

3指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の確保、

夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施

（協力医療機関等）

第126条 （省略）

2 （省略）

3指定認知症対応型共同生活介護事業者は、指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の確保、
t

夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施
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設皇介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければなら

ない。 ．

（準用）

第129条第10条､第11条、第13条、第14条、第23条、第29

条､第35条から第37条まで、第39条、第41条、第42条、第60

条の11，第60条の16，第60条の17第1項から第4項まで、第1

00条、第103条及び第105条の規定は、指定認知症対応型共同生活

介護の事業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第

32条に規定する運営規程」 とあるのは「第123条に規定する重要事項

設、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。

(準用）

第129条第10条､第11条､鍵/3条､第14条､第23条､第29

条、第35条から第37条まで、第39条、第41条、第42条、第60

条の11，第60条の16，第60条の17第1項から第4項まで、第1

00条、第103条及び第105条の規定は、指定認知症対応型共同生活

介護の事業について準用する。この場合において、第10条第1項中「第

32条に規定する運営規程」 とあるのは「第123条に規定する重要事項

に関する規程」 と、 「定期巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」 とある

のは「介護従業者」 と、第35条中「定期巡回．随時対応型訪問介護看護

従業者」 とあるのは「介護従業者｣・と、第60条の11第2項中「この節

」 とあるのは「第6章第4節」 と、第60条の17第1項中「地域密着型

通所介護について知見を有する者」 とあるのは「認知症対応型共同生活介

‘護について知見を有する者」と、 「6月」 とあるのは「2月」 と、第10

0条中「小規模多機能型居宅介護従業者」 とあるのは「介護従業者」と読

み替えるものとする。

（従業者の員数）

似下「運営規程」 という。 ）に関する規程 」 と、 「定期巡回．随時対応

型訪問介護看護従業者」 とあるのは「介護従業者」 と、第35条中「定期

巡回．随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」 と、第

60条の11第2項中「この節」 とあるのは「第6章第4節」と、第60

条の17第1項中「地域密着型通所介護について知見を有する者」 とある

のは「認知症対応型共同生活介護について知見を有する者」 と、 「6月」

とあるのは「2月」 と、第100条中「小規模多機能型居宅介護従業者」

とあるのは「介護従業者」 と読み替えるものとする。

(従業者の員数）
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第131条 （現行に同じ。 ）

2・3 （現行に同じ。 ）

4第1項第2号の看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員延び介護職員のう

ちそれぞれ1人以上は､,常勤の者でなければならない。ただし、サテライ

第131条 （省略）

2． 3 （省略）

4第1項第2号の看護職員及び介護職員は、主として指定地域密着型特定

施設入居者生活介護の提供に当たるものとし、看護職員のうち1人以上及

逆企謹瞳員の-ｺ_堂1人以上は、常勤の者でなければならない。ただし、サ

テライト型特定施設（当該施設を設置しようとする者により設置される当

該施設以外の介護老人保健施設又は病院若しくは診療所であって当該施設

に対する支援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」 という

。 ） との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営される指

定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。 ）にあっては、常勤換算方法で

1以上とする。

5．6 （省略）

7第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわらず、サテ

ライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当者につ

いては、次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める職員により当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。

(1) 介護老人保健施設支援相談員、理学療法士若しくは作業療法士又は

〈

卜型特定施設（当該施設を設置しようとする者により設置される当該施設

以外の介護老人保健施設、介護医療瞳又は病院若しくは診療所であって当

該施設に対する支援機能を有するもの（以下この章において「本体施設」

という。 ） との密接な連携を確保しつつ、本体施設とは別の場所で運営さ

れる指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。 ）にあっては、常勤換算

方法で1以上とする。

5．6 （現行に同じ｡ ）

7第1項第1号、第3号及び第4号並びに前項の規定にかかわらず､サテ

ライト型特定施設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作成担当者につ

いては､次に掲げる本体施設の場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定める職員により当該サテライト型特定施設の入居者の処遇が

適切に行われると認められるときは、これを置かないことができる。

(1)介護老人保健施設支援相談員、理学療法士 作業療法士若しくは言
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